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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第２四半期連結
累計期間

第９期
第２四半期連結

累計期間
第８期

会計期間

自平成26年
４月１日

至平成26年
９月30日

自平成27年
４月１日

至平成27年
９月30日

自平成26年
４月１日

至平成27年
３月31日

売上高 （百万円） 15,158 17,126 32,850

経常利益 （百万円） 662 608 2,264

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 230 289 1,255

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 275 236 1,162

純資産額 （百万円） 7,060 7,780 7,820

総資産額 （百万円） 16,442 16,185 17,625

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 9.08 11.42 49.48

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.9 47.6 44.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,882 △320 3,735

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △242 △508 △288

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,363 △520 △2,384

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 3,999 3,439 4,803
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回次
第８期

第２四半期連結
会計期間

第９期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
７月１日

至平成26年
９月30日

自平成27年
７月１日

至平成27年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.29 12.23

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

＜セキュリティソリューションサービス事業＞

平成27年４月28日付で新たに株式を取得したネットエージェント株式会社は、第１四半期連結会計期間より連結の

範囲に含めております。

＜システムインテグレーションサービス事業＞

平成27年５月25日付で株式会社ピー・アール・オーとの提携により合弁会社として設立した株式会社ジャパン・カ

レントは、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

以上の結果、平成27年９月30日現在では、当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社１社により構成される

こととなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国を始めとするアジア新興国等の景気の下振れなどの影響

により一部に弱さがみられるものの、政府や日銀の各種政策効果により景気は緩やかな回復基調が続いていま

す。

情報サービス業界では、景気回復による企業業績の拡大を背景に、企業のIT投資は引き続き堅調に推移するとと

もに、サイバー攻撃による事件が相次ぐなか、経営の重要課題としてサイバーセキュリティ対策への需要も拡大

基調で推移しました。

このような状況の中、当社は、当連結会計年度を初年度とする中期経営計画『TRY 2021 ステージ 1』をスター

トさせ、重点項目である新規事業の展開や新マーケットの創出に向けた取り組みを推進しました。また、昨今猛

威を振るっている標的型攻撃への対応として、標的型攻撃対策本部の設置、ＩＴｂｏｏｋ株式会社との業務提携

やパートナー制度によるパートナー企業の募集など、全国自治体のマイナンバー保護を支援する取り組みを開始

しました。

当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高はセキュリティソリューションサービス事業（ＳＳＳ事業）、シス

テムインテグレーションサービス事業（ＳＩＳ事業）ともに好調に推移し、171億26百万円（前年同四半期比

13.0％増）となりました。利益面では、処遇改善のための労務費増および新規事業の展開や新マーケット創出に

向けた経費増を増収効果によりほぼ吸収し、営業利益は６億60百万円（同4.9％減）、経常利益は持分法による投

資損失の影響もあり６億８百万円（同8.2％減）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、第

１四半期に発生した株式取得関連費用および一部の子会社等の税務上の欠損金について、繰延税金資産の回収可

能性が認められなかった影響などがあったものの、前年同四半期連結累計期間に計上した海外子会社の清算費用

１億61百万円がなかったことや投資有価証券売却益23百万円の計上などにより、２億89百万円（同25.8％増）と

なり、売上高、利益ともに計画を上回りました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①セキュリティソリューションサービス事業（ＳＳＳ事業）

特定の企業や官公庁を狙い撃ちする標的型攻撃に代表されるサイバー攻撃による事件が相次ぐなか、経営の重要

課題としてサイバーセキュリティ対策への需要も拡大基調で推移しました。

セキュリティコンサルティングサービスは、標的型攻撃対策へのコンサルティングや教育サービスに加え、常駐

型コンサルティングサービスの受注も堅調に推移し、売上高は８億55百万円（前年同四半期比3.7％増）となりま

した。

セキュリティ診断サービスは、お客様のインターネット環境の安全性の徹底調査へのニーズが高まり、受注が増

加したことに加え、疑似的な標的型メール攻撃による体験学習型の教育プログラム「ITセキュリティ予防接種」の

受注も大幅に増加し、売上高は５億58百万円（同20.5％増）となりました。

セキュリティ運用監視サービスは、一部お客様のネットワーク環境の変更に伴う監視対象機器の集約などによる

減少や競争激化があったものの、悪質化・巧妙化するサイバー攻撃に対し、高度かつ広範囲な対策を講じる大型案

件の新規獲得に加え、情報漏えいチェックサービスの受注が順調に推移し、売上高は14億38百万円（同4.3％増）

となりました。

セキュリティ製品販売は、前年同四半期にあった顧客設置型ＳＯＣ（ＰＳＯＣ）構築に伴う機器販売の反動減が

あったものの、頻発するサイバー攻撃に対する最先端の製品など新規案件の増加により、売上高は４億８百万円

（同20.4％増）となりました。

セキュリティ保守サービスは、既存案件の更新需要に加え、新規案件の増加により、売上高は４億９百万円（同

14.3％増）となりました。
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この結果、ＳＳＳ事業の売上高は36億70百万円（同9.1％増）となりました。

②システムインテグレーションサービス事業（ＳＩＳ事業）

開発サービスは、企業の旺盛なIT投資が続くなか、協力会社の活用を含め人員配置の最適化等による受注体制増

強により、大手銀行向け基盤構築案件が引き続き順調に推移するとともに、カード業向け案件の新規受注や情報通

信業・人材派遣業向け案件が拡大し、売上高は74億80百万円（前年同四半期比12.6％増）となりました。

ＨＷ／ＳＷ販売は、競争が一段と激化し、引き続きお客様のIT投資への選択肢の多様化やクラウドの活用による

案件の減少や小型化が進むなか、金融機関向けサーバやソフトウェア・プラットフォーム製品など顧客ニーズを的

確にとらえ、売上高は21億83百万円（同51.8％増）となりました。

ＩＴ保守サービスは、前期のＨＷ／ＳＷ販売の不振の影響により、売上高は32億86百万円（同2.6％減）となり

ました。

ソリューションサービスは、自治体向けシステム更新案件の受注が堅調に推移したことに加え、注力するアプリ

ケーションパフォーマンス管理などの受注が好調に推移し、売上高は５億５百万円（同48.9％増）となりました。

この結果、ＳＩＳ事業の売上高は134億56百万円（同14.1％増）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、34億39百万円となり、

前連結会計年度末と比較して13億63百万円の減少となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は３億20百万円（前年同四半期連結累計期間は18億82百万円の獲得）となりまし

た。これは主に税金等調整前四半期純利益６億31百万円に減価償却費３億43百万円、のれん償却額２億47百万円、

法人税等の支払額８億25百万円、その他の流動負債（主に未払金）の減少額６億65百万円等を反映したものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は５億８百万円（前年同四半期連結累計期間は２億42百万円の使用）となりまし

た。これは主に連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出３億５百万円、有形固定資産の取得による支

出２億17百万円等を反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は５億20百万円（前年同四半期連結累計期間は13億63百万円の使用）となりまし

た。これは主に短期借入金の純増加額８億円、長期借入金の返済による支出８億78百万円、配当金の支払額２億79

百万円、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出１億22百万円等を反映したものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億18百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,683,120 26,683,120

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 26,683,120 26,683,120 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 26,683,120 － 1,000 － 250
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（６）【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式
数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社コスモス 東京都千代田区飯田橋３丁目１０―１０ 6,889 25.82

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３－２ 1,414 5.29

株式会社ラック 東京都千代田区平河町２丁目１６－１ 1,311 4.91

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 870 3.26

ラック従業員持株会 東京都千代田区平河町２丁目１６－１ 866 3.24

三柴 照和 千葉県船橋市 816 3.05

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８―１１ 780 2.92

株式会社ユーシン 東京都港区芝大門１丁目１－３０ 398 1.49

髙梨 輝彦 神奈川県横浜市 258 0.96

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ Ｃ

Ｏ．（ＡＶＦＣ） ＲＥ １０ＰＣ

Ｔ ＴＲＥＡＴＹ ＡＣＣＯＵＮＴ

５０ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮＡＲＹ

ＷＨＡＲＦ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ５ＮＴ，

ＵＫ

246 0.92

計 ― 13,852 51.91

3857/E05720/ラック/2016年
－7－



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,311,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,231,800 252,318 －

単元未満株式 普通株式 139,920 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 26,683,120 － －

総株主の議決権 － 252,318 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株（議決権の数11個）含ま

れております。

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ラック
東京都千代田区平河町

２丁目16－１
1,311,400 － 1,311,400 4.91

計 － 1,311,400 － 1,311,400 4.91

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名および職名 旧役名および職名 氏名 異動年月日

取締役スマート・ビジネ

ス・ファクトリ ＧＭ 兼 

標的型攻撃対策本部長

取締役スマート・ビジネ

ス・ファクトリ ＧＭ
西本 逸郎 平成27年７月28日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,803,379 3,439,631

受取手形及び売掛金 4,492,430 3,922,350

商品 253,567 534,864

仕掛品 340,423 514,935

前払費用 2,167,230 2,365,712

繰延税金資産 339,184 116,198

その他 176,956 219,622

流動資産合計 12,573,172 11,113,314

固定資産

有形固定資産 1,291,372 1,207,243

無形固定資産

のれん 1,529,515 1,648,021

その他 930,165 1,001,415

無形固定資産合計 2,459,681 2,649,436

投資その他の資産

繰延税金資産 102,561 91,646

その他 1,198,697 1,124,080

投資その他の資産合計 1,301,258 1,215,726

固定資産合計 5,052,312 5,072,406

資産合計 17,625,484 16,185,721

負債の部

流動負債

買掛金 1,578,682 1,897,867

短期借入金 ※200,000 ※1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 1,817,000 939,000

未払法人税等 837,190 138,080

前受収益 2,576,299 2,794,063

賞与引当金 99,149 120,764

受注損失引当金 32,256 31,485

その他 2,548,034 1,252,358

流動負債合計 9,688,612 8,173,618

固定負債

退職給付に係る負債 17,463 24,403

その他 98,586 207,354

固定負債合計 116,050 231,758

負債合計 9,804,663 8,405,377
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 3,623,057 3,536,339

利益剰余金 3,459,534 3,470,263

自己株式 △335,184 △338,017

株主資本合計 7,747,407 7,668,585

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 23,078 6,830

為替換算調整勘定 37,791 23,082

その他の包括利益累計額合計 60,870 29,912

非支配株主持分 12,543 81,846

純資産合計 7,820,821 7,780,344

負債純資産合計 17,625,484 16,185,721
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

売上高 15,158,409 17,126,579

売上原価 12,008,019 13,740,846

売上総利益 3,150,390 3,385,732

販売費及び一般管理費 ※2,455,640 ※2,725,305

営業利益 694,749 660,426

営業外収益

受取利息 843 615

受取配当金 8,376 1,547

保険配当金 2,177 2,386

その他 6,064 5,180

営業外収益合計 17,462 9,729

営業外費用

支払利息 17,373 9,275

支払手数料 22,057 19,545

持分法による投資損失 － 23,877

その他 10,203 9,431

営業外費用合計 49,634 62,130

経常利益 662,578 608,025

特別利益

投資有価証券売却益 － 23,796

その他 － 240

特別利益合計 － 24,037

特別損失

固定資産除却損 1,219 291

関係会社整理損失引当金繰入額 161,000 －

特別損失合計 162,219 291

税金等調整前四半期純利益 500,358 631,771

法人税、住民税及び事業税 144,099 121,434

法人税等調整額 124,727 241,508

法人税等合計 268,827 362,942

四半期純利益 231,531 268,828

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
1,179 △21,007

親会社株主に帰属する四半期純利益 230,351 289,836

3857/E05720/ラック/2016年
－12－



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

四半期純利益 231,531 268,828

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 30,028 △16,248

為替換算調整勘定 13,520 △15,648

その他の包括利益合計 43,548 △31,896

四半期包括利益 275,079 236,932

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 273,055 258,878

非支配株主に係る四半期包括利益 2,024 △21,946

3857/E05720/ラック/2016年
－13－



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 500,358 631,771

減価償却費 372,183 343,154

のれん償却額 229,558 247,739

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,549 △7,851

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,757 19,764

受注損失引当金の増減額（△は減少） △16,249 △770

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） 29,160 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △70,109 6,940

受取利息及び受取配当金 △9,220 △2,162

持分法による投資損益（△は益） － 23,877

支払利息 17,373 9,275

投資有価証券売却損益（△は益） － △23,796

投資事業組合運用損益（△は益） 1,051 1,911

固定資産除却損 1,219 291

売上債権の増減額（△は増加） 751,784 604,399

たな卸資産の増減額（△は増加） △597,183 △455,026

その他の流動資産の増減額（△は増加） △434,319 △204,386

仕入債務の増減額（△は減少） 206,370 317,386

未払消費税等の増減額（△は減少） 169,737 △464,077

その他の流動負債の増減額（△は減少） 872,535 △665,318

その他 44,328 130,163

小計 2,092,886 513,286

利息及び配当金の受取額 9,220 2,162

利息の支払額 △18,701 △10,705

法人税等の支払額 △200,457 △825,679

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,882,948 △320,936
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △139,580 △217,425

有形固定資産の売却による収入 － 45,129

ソフトウエアの取得による支出 △53,368 △80,946

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △305,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 14,526

子会社株式の取得による支出 △5,083 －

関係会社株式の取得による支出 － △87,000

投資有価証券の売却による収入 － 148,162

貸付けによる支出 － △320

貸付金の回収による収入 － 30

敷金及び保証金の差入による支出 △48,443 △25,815

敷金及び保証金の回収による収入 3,480 557

投資活動によるキャッシュ・フロー △242,995 △508,101

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △48,111 △36,889

短期借入金の純増減額（△は減少） △60,000 800,000

長期借入金の返済による支出 △1,003,000 △878,000

社債の償還による支出 △50,000 －

自己株式の売却による収入 － 234

自己株式の取得による支出 △793 △2,868

配当金の支払額 △202,008 △279,480

非支配株主への配当金の支払額 － △278

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △122,891

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,363,913 △520,173

現金及び現金同等物に係る換算差額 10,180 △14,537

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 286,219 △1,363,748

現金及び現金同等物の期首残高 3,713,398 4,803,379

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※3,999,618 ※3,439,631
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

平成27年４月28日付で新たに株式を取得したネットエージェント株式会社は、第１四半期連結会計期間より連結

の範囲に含めております。

平成27年５月25日付で株式会社ピー・アール・オーとの提携により合弁会社として設立した株式会社ジャパン・

カレントは、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会

社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記

載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は

売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し

ております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ34,414千

円減少しております。また、当第２四半期連結会計期間末の資本剰余金が86,916千円減少しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※ 当社及び株式会社アクシスにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行20行（前連結会計

年度は20行）と当座貸越契約および貸出コミットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく借

入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
8,670,000千円 8,670,000千円

借入実行残高 200,000 1,000,000

差引額 8,470,000 7,670,000

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

給料手当及び賞与 1,176,510千円 1,154,532千円

退職給付費用 46,732 49,551

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 3,999,618千円 3,439,631千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 3,999,618 3,439,631
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 203,006 8.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月４日

取締役会
普通株式 126,873 5.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 279,108 11.00 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月４日

取締役会
普通株式 177,601 7.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

セキュリティソ

リューションサ

ービス事業

システムインテ

グレーションサ

ービス事業

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高

外部顧客への売上高 3,364,460 11,793,949 15,158,409 － 15,158,409

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 103,157 103,157 △103,157 －

計 3,364,460 11,897,107 15,261,567 △103,157 15,158,409

セグメント利益 677,732 977,088 1,654,821 △960,071 694,749

（注）１．セグメント利益の調整額△960,071千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

セキュリティソ

リューションサ

ービス事業

システムインテ

グレーションサ

ービス事業

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高

外部顧客への売上高 3,670,173 13,456,405 17,126,579 － 17,126,579

セグメント間の内部

売上高又は振替高
507 156,592 157,099 △157,099 －

計 3,670,680 13,612,997 17,283,678 △157,099 17,126,579

セグメント利益 681,012 1,056,566 1,737,578 △1,077,152 660,426

（注）１．セグメント利益の調整額△1,077,152千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」等を適用

し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するととも

に、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期

連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しておりま

す。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間のセグメント利益が、「セキ

ュリティソリューションサービス事業」で34,414千円減少しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

金融商品に係る四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあ

りません。

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

記載すべき重要な事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

１．取引の概要

(1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 ネットエージェント株式会社

事業の内容 ネットワークセキュリティ監査、ネットワークセキュリティ製品の開発、ネットワ

ークセキュリティコンサルティング、ネットワークシステムコンサルティング、不

正アクセスの調査

(2）企業結合日 平成27年７月10日

(3）企業結合の法的形式

非支配株主からの株式の追加取得

(4）結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

(5）その他取引の概要に関する事項

資本関係をより強固なものとするため、非支配株主が保有する株式を取得したものであります。この結

果、当社の所有する議決権比率は、100％となっております。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共

通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得価額につきましては、当事者間の契約によって非開示としておりますが、外部専門家による株式価値

の算定結果を踏まえ、公正妥当な金額にて取得しております。

なお、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等に基づき、追加取得

持分と追加投資額との間に生じた差額86,916千円は資本剰余金として処理しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9円08銭 11円42銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
230,351 289,836

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（千円）
230,351 289,836

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,375 25,372

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成27年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額 普通株式 177,601千円

(ロ）１株当たりの金額 普通株式 ７円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 普通株式 平成27年12月７日

（注） 平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年11月９日

株式会社ラック

取締役会 御中

監査法人アヴァンティア

代表社員
業務執行社員

公認会計士 小笠原 直 印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 戸城 秀樹 印

業務執行社員 公認会計士 棟田 裕幸 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラック

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ラック及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

3857/E05720/ラック/2016年
－25－


	表紙～目次
	企業の概況
	事業の状況
	提出会社の状況
	経理の状況（概要）
	連結財務諸表
	保証会社情報
	レビュー報告書（連結）



